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運用報告書（全体版） 

好循環社会促進 
日本株ファンド 

<愛称> みんなのチカラ 

第２期（決算日 2018年11月５日） 
 

 

■当ファンドの仕組みは次の通りです。 
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 

信 託 期 間 無期限 

運 用 方 針 

①わが国の経済における長期的な課題である｢人

的資本の活用力」に優れた企業への投資を通じ

て、好循環経済の実現に貢献するとともに、信

託財産の安定的な成長を目指します。 

②投資対象となる「人的資本の活用力」に優れる

企業は、企業の「働き方の改革」への取り組み

と「付加価値創出力」に着目し、厳選します。 

③ポートフォリオの構築にあたっては、当社アナ

リストの個別企業リサーチをもとに、組入銘柄

およびウェイト配分を決定します。 

主 要 投 資 

対 象 

好循環社会促進 

日本株ファンド 

好循環社会促進日本株マザー

ファンド受益証券 

好循環社会促進 

日 本 株 

マザーファンド 

わが国の株式 

主 な 

組 入 制 限 

好循環社会促進 

日本株ファンド 

株式への実質投資割合には制

限を設けません。 

同一銘柄の株式への実質投資

割合は、信託財産の純資産総額

の10％以下とします。 

外貨建資産への実質投資割合

は、信託財産の純資産総額の

30％以下とします。 

好循環社会促進 

日 本 株 

マザーファンド 

株式への投資割合には制限を

設けません。 

同一銘柄の株式への投資割合

は、信託財産の純資産総額の

10％以下とします。 

外貨建資産への投資割合は、信

託財産の純資産総額の30％以

下とします。 

分 配 方 針 

毎決算時に、原則として以下の方針に基づき分配

を行います。 

①分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含

めた利子、配当収入と売買益（評価損益を含み

ます。）等の全額とします。 

②収益分配金額は、委託会社が基準価額水準等を

勘案して決定します。ただし、必ず分配を行う

ものではありません。 
 

受益者のみなさまへ 

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、「好循環社会促進日本株ファンド」は、このた

び第２期の決算を行いましたので、運用状況をご報告

申し上げます。 

今後とも引続きお引立て賜りますようお願い申し上

げます。 
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好循環社会促進日本株ファンド 

○設定以来の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

(設定日) 円 円 ％ ％ ％ 百万円 

2016年10月25日 10,000 － － － － 100 

１期(2017年11月６日) 12,377 0 23.8 98.1 － 138 

２期(2018年11月５日) 11,895 0 △ 3.9 96.3 － 157 
 

（注１） 基準価額の騰落率は分配金込み。 

（注２） 基準価額及び分配金は１万口当たり（以下同じ）。 

（注３） 株式組入比率および株式先物比率はマザーファンドへの投資割合に応じて算出された当ファンドベースの組入比率。 

（注４） 株式先物比率＝買建比率－売建比率。 

（注５） 当ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、主として、わが国の株式の中から、「好循環経済の実現」に貢献すると期待される

企業へ投資するファンドです。そのため、当ファンドのコンセプトに適った指数等が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数

は記載しておりません。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％ ％ ％ 

2017年11月６日 12,377 － 98.1 － 

11月末 12,426 0.4 98.0 － 

12月末 12,578 1.6 97.7 － 

2018年１月末 12,676 2.4 98.0 － 

２月末 12,198 △1.4 98.0 － 

３月末 12,149 △1.8 97.4 － 

４月末 12,491 0.9 97.4 － 

５月末 12,399 0.2 97.9 － 

６月末 12,525 1.2 97.9 － 

７月末 12,621 2.0 96.1 － 

８月末 12,372 △0.0 97.7 － 

９月末 13,122 6.0 97.7 － 

10月末 11,954 △3.4 96.8 － 

(期  末)     

2018年11月５日 11,895 △3.9 96.3 － 
 

（注１） 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。 

（注２） 株式組入比率および株式先物比率はマザーファンドへの投資割合に応じて算出された当ファンドベースの組入比率。 

（注３） 株式先物比率＝買建比率－売建比率。 

（注４） 当ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、主として、わが国の株式の中から、「好循環経済の実現」に貢献すると期待される

企業へ投資するファンドです。そのため、当ファンドのコンセプトに適った指数等が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数

は記載しておりません。 

 



基準価額の推移
（円） （百万円）
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合計０円

第２期首 第２期末騰落率

△3.9％ 11,895円12,377円
基準価額基準価額

● 分配金再投資基準価額の推移は、2017年11月６日の基準価額をもとに委託会社にて指数化したものを使用しております。

● 分配金再投資基準価額は、収益分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の
実質的なパフォーマンスを示すものです。

● 分配金を再投資するかどうかについてはお客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入金額により課税
条件も異なります。従って、お客さまの損益の状況を示すものではありません。

● 当ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、主として、わが国の株式の中から、「好循環経済の実現」に貢献すると期
待される企業へ投資するファンドです。そのため、当ファンドのコンセプトに適った指数等が存在しないため、ベンチマーク
および参考指数は記載しておりません。
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基準価額の主な変動要因

好循環社会促進日本株ファンド

高位に組み入れていたマザーファンドの基準価額が下落したため、当ファンドの基準価額は下落し
ました。

好循環社会促進日本株マザーファンド

期中の騰落率は－2.7％となりました。当期間において、保有銘柄を含む国内株式市場が下落し
たことが主な要因です。個別銘柄では、KDDI、日本たばこ産業、デンソーなどの保有銘柄が下落し
たことで基準価額は下落しました。

● 本報告書では、ベビーファンドとマザーファンドを下記の様に統一して表記しています。

 ベビーファンド　  マザーファンド

2好循環社会促進日本株ファンド
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投資環境  

TOPIXは－8.5％の下落となりました。
期初は、欧米での政治リスクが嫌気されて下落したものの、米国での税制改革法案成立を受けて
株価は上昇しました。米雇用統計の内容からインフレ加速への懸念が強まり、世界の株式市場が大
幅安となると、国内株式市場も下落し、米中貿易戦争への懸念を背景に調整局面が続きましたが、
一部企業での好決算や自社株買いの発表から反発しました。その後、イタリアでの政情不安や中国
株および新興国通貨の下落が重しとなる一方で、力強い米国の経済指標、安倍首相の三選などが好
感されたことから、一時、年初来高値を更新しました。期末にかけては、米長期金利の上昇や中国
経済の減速懸念を受けてグローバル景気や企業業績の先行きが警戒され世界的な株安となるなか日
本株も下落しましたが、為替の円安推移を受けて反発しました。

（期首） （期末）

（出所：Bloomberg）
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当該投資信託のポートフォリオ

期を通して好循環社会促進日本株マザーファンドの組入比率を高位に維持しました。期末の組入
比率（対純資産総額比）は98.8％です。

好循環社会促進日本株マザーファンド

期を通して株式の組入比率を高位に維持しました。期末の組入比率は、97.5％です。
期末時点での業種別構成比率はグラフのとおりです。
当期間中は、働き方改革への取り組みや付加価値創出力に加え、投資魅力度の両面からの分析

により銘柄入れ替えを行いました。中外製薬、テルモ、TOTO、三浦工業、堀場製作所、シスメッ
クス、ピジョンを売却した一方で、積水化学工業、EPSホールディングス、太陽ホールディングス、
タダノ、HOYA、ニフコを組み入れました。

その他 21.2％

輸送用機器 6.0％

サービス業 5.1％

不動産業 4.7％

医薬品 4.3％

情報・通信業 6.5％

機械 14.9％

小売業 9.4％

電気機器 10.1％

化学 10.5％

食料品 7.3％

業種別
構成比率

注１．比率は、第２期末における国内株式の評価総額に対する各業種の評価額の割合。

注２．端数処理の関係上、構成比合計が100％とならない場合があります。
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当該投資信託のベンチマークとの差異

当ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、主として、わが国の株式の中から、「好循環経
済の実現」に貢献すると期待される企業へ投資するファンドです。そのため、当ファンドのコンセプト
に適った指数等が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数は記載しておりません。

7 好循環社会促進日本株ファンド
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分配金

収益分配金については、基準価額の水準等を勘案し、当期は分配を行いませんでした。なお、収
益分配に充てなかった収益については、信託財産に留保し、運用の基本方針に基づいて引き続き元
本と同一の運用を行います。

分配原資の内訳 （単位：円、１万口当たり・税引前）

項目
第２期

2017.11.7～2018.11.5

当期分配金 －

（対基準価額比率） －％

当期の収益 －

当期の収益以外 －

翌期繰越分配対象額 2,354

注１．「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価証券売買等損益」から分配に充当した金額
です。また、「当期の収益以外」は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

注２．円未満は切り捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金（税引前）に合致しない場合があります。

注３．当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税引前）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファンドの
収益率とは異なります。

中長期的な観点から、複利効果による資産の成長を目指すために分配を抑えるファンド
です。

8好循環社会促進日本株ファンド
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今後の運用方針

好循環社会促進日本株ファンド

今後も、マザーファンド受益証券の組入水準を高位に維持することで、信託財産の着実な成長を
目指します。

好循環社会促進日本株マザーファンド

当ファンドは企業の「働き方の改革」への取り組みと「付加価値創出力」に着目し、投資銘柄を
厳選しており、今後もこの運用方針を堅持します。少子高齢化・人口減少が進行する日本において
は、成長制約打破のため労働力人口の確保が不可欠となっており、人的資本の有効活用が企業の
競争優位性に直結する時代となっています。今後も、日本経済の長期的な課題である人的資本の活
用力に優れ、好循環経済の実現に貢献すると期待される企業への投資を通じて、信託財産の安定的
な成長を目指します。

9 好循環社会促進日本株ファンド
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１万口当たりの費用明細

期中の１万口当たりの費用の割合は 1.268％ です。

項目
第２期

2017.11.7～2018.11.5 項目の概要
金額 比率

（a）信託報酬 152円 1.217％
（a） 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率（年率）×期中の日数年間の日数

期中の平均基準価額は12,459円です。

（投信会社） （ 67） （0.539） ファンドの運用の対価

（販売会社） （ 81） （0.646） 購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの
管理等の対価

（受託会社） （  4） （0.032） 運用財産の管理、投信会社からの指図の実行等の対価

（b）売買委託手数料 6 0.047
（b） 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料期中の平均受益権口数

有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式） （  6） （0.047）

（c）その他費用 0 0.004 （c） その他費用＝ 期中のその他費用
期中の平均受益権口数

（監査費用） （  0） （0.003） 監査法人に支払うファンドの監査にかかる費用

（その他） （  0） （0.001） 信託事務の処理にかかるその他の費用等

合計 158 1.268

注１．期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要
の簡便法により算出した結果です。なお、売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組入れているマザー
ファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。

注２．金額欄は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。

注３．比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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好循環社会促進日本株ファンド 

○売買及び取引の状況 (2017年11月７日～2018年11月５日) 

 

銘 柄 設 定 解 約 
口 数 金 額 口 数 金 額 

 千口 千円 千口 千円 
好循環社会促進日本株マザーファンド 19,568 24,870 1,368 1,730 

 
（注１） 単位未満は切捨て。 
（注２） 金額は受渡代金。 

 

○株式売買比率 (2017年11月７日～2018年11月５日) 

 

項 目 
当 期 

好循環社会促進日本株マザーファンド 
(a) 期中の株式売買金額 86,251千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 145,895千円 
(c) 売買高比率（a）／（b） 0.59   

 
（注１） 単位未満は切捨て。 
（注２） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均です。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2017年11月７日～2018年11月５日) 

 

 該当事項はございません。 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

○組入資産の明細 (2018年11月５日現在) 

 

銘 柄 期首(前期末) 当 期 末 
口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 
好循環社会促進日本株マザーファンド 109,024 127,223 155,441 

 
（注１） 単位未満は切捨て。 
（注２） 当ファンドは、当期末において、直接投資をする株式及び新株予約権証券の組入れはありません。 

 

○投資信託財産の構成 (2018年11月５日現在) 

項 目 当 期 末 
評 価 額 比 率 

 千円 ％ 
好循環社会促進日本株マザーファンド 155,441 98.2 
コール・ローン等、その他 2,888 1.8 
投資信託財産総額 158,329 100.0 

 
（注） 評価額の単位未満は切捨て。   

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

親投資信託残高 
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好循環社会促進日本株ファンド 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2018年11月５日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 158,329,687   

 コール・ローン等 2,887,839   

 好循環社会促進日本株マザーファンド(評価額) 155,441,848   

(B) 負債 949,467   

 未払解約金 7,091   

 未払信託報酬 939,833   

 その他未払費用 2,543   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 157,380,220   

 元本 132,309,060   

 次期繰越損益金 25,071,160   

(D) 受益権総口数 132,309,060口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 11,895円 

 
（注１） 信託財産に係る期首元本額111,809,579円、期中追加設定元

本額23,156,106円、期中一部解約元本額2,656,625円 

（注２） 期末における１口当たりの純資産総額 1.1895円 

○損益の状況 (2017年11月７日～2018年11月５日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 △     1,358   

 受取利息 8   

 支払利息 △     1,366   

(B) 有価証券売買損益 △ 4,604,912   

 売買益 37,588   

 売買損 △ 4,642,500   

(C) 信託報酬等 △ 1,809,651   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) △ 6,415,921   

(E) 前期繰越損益金 24,595,430   

(F) 追加信託差損益金 6,891,651   

 (配当等相当額) (   5,206,548)  

 (売買損益相当額) (   1,685,103)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 25,071,160   

(H) 収益分配金 0   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 25,071,160   

 追加信託差損益金 6,891,651   

 (配当等相当額) (   5,254,319)  

 (売買損益相当額) (   1,637,332)  

 分配準備積立金 25,899,722   

 繰越損益金 △ 7,720,213   
 

（注１） 有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

（注２） 信託報酬等には、消費税相当額を含めて表示しております。

（注３） 追加信託差損益金とは、信託の追加設定の際、追加設定をし

た価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
 

（注４） 分配金の計算過程（2017年11月７日～2018年11月５日）は以下の通りです。 

項 目 
2017年11月７日～ 
2018年11月５日 

a. 配当等収益(費用控除後) 1,304,292円 

b. 有価証券等損益額(費用控除後) 0円 

c. 信託約款に規定する収益調整金 5,254,319円 

d. 信託約款に規定する分配準備積立金 24,595,430円 

e. 分配対象収益(a＋b＋c＋d) 31,154,041円 

f. 分配対象収益(１万口当たり) 2,354円 

g. 分配金 0円 

 

○お知らせ  

 
・公告の方法を「日本経済新聞に掲載」から「電子公告」へ変更するため、投資信託約款に所要の変更を行いました（2018

年１月15日）。 

・受益者の利便性向上のため、投資信託約款の「資金の借入額の限度に関する記載」の変更を行いました（2018年１月15日）。 
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